
1 

 「公共施設等総合管理計画を 
         確実に実行するためのポイント」 

～浜松市の取組みを通じて～ 

２０１８．７．２０ 
第２回埼玉県市町村 
公共施設アセットマネジメント推進会議 

(一財)地域総合整備財団（ふるさと財団）     
      公民連携アドバイザー  松野 英男 
         （浜松市役所 産業部 エネルギー政策課 主幹 
                            スマートシティ推進グループ長）  

◆PPP/PFIサポーター（国土交通省） 
◆PRE/FM研修アドバイザー（国土交通省） 
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●公共施設等総合管理計画とＦＭ 
●浜松市の概要（取組みへの背景） 
●資産経営の取組み 
●まとめ 
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●公共施設等総合管理計画とＦＭ 
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地方公共団体が抱える課題（取り巻く環境と資産改革の必要性） 
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建設費 

 

 
運用費 

 

 
管理費 

 

 
保全修繕費 

 

 
更新費 

 

 
解体費 

 

道路・橋梁等のインフラ 
を含め日本が抱える 
大きな課題!! 
（見えない借金でもある） 

ライフサイクルコストとは：（建設から解体までにかかるコスト） 

・建設費の全体経費に 
 占める割合は氷山の一角 

・持ち続ける以上、長期的にかか
る経費 

・適正な管理を前提とした場合、
老朽化が進む＝維持経費は増加
するとも言える 

公共施設が抱える課題と取り巻く環境（ライフサイクルコスト） 



6 

◎公共施設等総合管理計画の策定要請（平成26年4月⇒28年度期限） 

総合管理計画 
策定のポイント 

１．10年以上の長期 
  にわたる計画と 
する。 
２．ハコモノに限らず、 
 地方公共団体が所 
 有するすべての公 
 共施設等を対象と 
 する。 
３．更新・統廃合・長 
 寿命化など、公共 
 施設等の管理に関 
 する基本的な考え 
 方を記載。 

地方公共団体が抱える課題と国の動向（更新問題） 

平成２８年度末→ほぼ１００％が策定 → 計画の実行へ 
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自治体経営と資産把握・長期計画の必要性 
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公共施設等総合管理計画実施のためのマネジメントの必要性） 

民間活力 
の活用 

保有資産 
の活用 
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●浜松市の概要 
  ～取組みへの背景～ 
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◆沿革 

⇒平成15年6月：合併協議会設置 

⇒平成17年7月：新浜松市誕生 

   （3市・8町・1村による合併） 

⇒平成19年4月：政令指定都市へ移行 

   ・政令市移行にともない７つの区を設置 

◆基礎データ（H30年度） 

・人口：約８１万人 

・面積：１，５５８.０４ K㎡ （全国２位の市域） 

・財政規模：総予算額 ６，１１５億円 

 （うち一般会計は３，２８６億円） 

 

合併協議会設置から2年間で合併、 
        1年9ヶ月で政令指定都市移行へ 

浜松市の概要 
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◆保有資産を取巻く環境 
 ●１２市町村合併・政令指定都市移行に伴う保有資産の  
   急増と施設再編の必要性（総量の適正化） 
 ●厳しい財政状況と老朽化への対応（更新問題） 
 ●少子高齢化や人口減少など社会環境への対応  
 ●遊休資産の活用と新たな財源確保       など 

◆庁内における環境 
 ●市長の課題に対する意識 
 ●浜松市行財政改革推進審議会による諮問 
   →保有施設のスリム化を答申 
 ●企画課・管財課・公共建築課による課題認識・庁内ＰＴ 

抜本的な資産改革（資産経営）に着手へ!! 

取組みに至る経緯 
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取組みに至る経緯 

【ハコもの資産】 
◎改修及び建替えにかかる経費（今後５０年ベース）  
                  合計 約１兆３，０００億円 （約２６０億円／年） 
                       【内訳】    改修費 約５，３００億円 （約１０６億円／年） 
                                建替費 約７，７００億円 （約１５４億円／年） 

   ★公共建築物に係る新築改築・耐震改修・改修経費 （過去平均実績） 
                                                       平均約 ９０億円／年 
                                                                     （耐震関係を除くと５０億から６０億円） 

【インフラ資産】 
◎改修及び建替えにかかる経費（今後５０年ベース）  
                                 合計 約  ２兆９５１億円 （約４１９億円／年） 
   ★改修・更新に関する経費（過去平均実績） 
                                                 平均約 １１０億円／年 

維持・更新に関する財源不足が想定された 

※取組み当初の試算値 
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●資産経営の取組み 
  ～これまでの取組み概要～ 
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資産経営の取組み（基本的な考え方） 

行革とは・・財政的効率化、スリム化を目的に組織や機能、 
行政サービス等を改めて優れた制度（モノ）に見直すこと。 

◎資産経営＝行政改革の一環 

一方で・・・ 
・行革の視点は必要。行革抜きに適正化はありえない。 
・保有資産の見直し＝削減⇒行政サービスの低下の 
 考え方は大きな間違い。 
・ハードだけではなくソフト（事業）も含めて抜本的に考え直す必 
 要がある。（民間でできることは民間で・・等） 

すべては「持続可能な行財政運営」のために 
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資産経営の取組み（適正化へのイメージ） 

◎ファシリティマネジメントに基づく資産経営の推進（品質・財務・供給等情報） 
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資産経営の取組み（全体のすがたと経緯） 

年度 内 容

20
・資産経営課、資産経営推進会議設置
・資産経営推進方針策定
・データ 一元化実施

21 ・第１期施設評価公表（736施設）

22

・第２期施設評価公表（811施設）
・再配置計画 基本方針公表
・「浜松市の資産のすがた」公表(毎年度公表）
・第6回日本ファシリティマネジメント大賞 最優秀賞受賞

23
・再配置計画 個別計画公表（13用途）
・「適正化計画」「廃止計画」公表

24～26 ・「適正化計画」「廃止計画」進捗管理

年度 内 容

20
・資産経営課、資産経営推進会議設置
・資産経営推進方針策定
・データ 一元化実施

21 ・第１期施設評価公表（736施設）

22

・第２期施設評価公表（811施設）
・再配置計画 基本方針公表
・「浜松市の資産のすがた」公表(毎年度公表）
・第6回日本ファシリティマネジメント大賞 最優秀賞受賞

23
・再配置計画 個別計画公表（13用途）
・「適正化計画」「廃止計画」公表

24～26 ・「適正化計画」「廃止計画」進捗管理

☆Ｈ27．7 アセットマネジメント推進課（改名） Ｈ27～の取組み強化へ 
 ⇒管財部門担当へ分離、範囲の拡大（インフラ）・民間活力の導入強化へ 
 ⇒公共施設等総合管理計画の策定（平成28年3月公表） 

※平成１９年度半ばに庁内ＰＴを発足（企画課・管財課・公共建築課） 
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資産経営の取組み（全体のすがたと各種計画） 

【目標】 「施設評価」及び「再配置計画」等による施設廃止を中心に、平成２６年度までに２０％   

    の削減を目標とする。 

   ・全体施設約２，０００施設うち約４５０施設を除く（簡易的な倉庫や観測施設等） 

   ・削減対象約１，５５０施設のうち約３００施設を削減（総面積の３％程度） 

指針の作成 

実行 
進捗管理 
（見直し・活用） 

個別方針の公表 

組織体制構築 
データ一元化 

分析・評価 

資産経営
推進方針

施設評価

廃 止

廃止計画適正化計画

継 続

「適正化計画」及び「廃止計画」によるPDCA管理（５ヶ年計画）

再配置計画基本方針
転用施設

再配置計画個別計画

・確実な施設廃止
・活用（処分・貸付）の推進

転用による
継続

データ一元化
（平成20～21年度）

・コストの適正化、利用率の
向上等

環境整備
（体制・しくみ）

チェック
（施設仕分）

施設の再編
（統合・複合化）

進捗管理
（ＰＤＣＡ）

第
１
期
施
設
評
価
期
間

（～
平
成
２
６
年
度
）

「資
産
の
す
が
た
」（施
設
白
書
）で
状
況
を
公
表
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Ｂ 

課 

Ｃ 

課 

Ａ 

課 

Ｄ 

課 

Ｅ 

課 

Ｄ 

課 

Ｆ 
課 

教
育
委
員
会 

首長部局 

・データを一元化し、横断的な企画・運営・管理、効率的な財産移管の実施 
・財務部（財政・公共建築・ＡＭ課）の連携による推進体制の強化 

複合化や多目的利用、統廃合 

ベンチマークによる比較 

データ一元化 データベース化 

施設評価 

しくみづくり 

維持管理・改修計画 検討・推進体制 

推進体制の整備イメージ 

高等学校 
小中学校 

その他 
施設 
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◆削減施設数         ４３９施設（約２２万㎡） 
  ●閉 鎖：          ２２９施設 
   （ホール・庁舎・貸館・観光施設・博物館・公営住宅・清掃施設・スポーツ施設・学校・  
    幼稚園・保育園など） 
   ●管理主体変更：     １５３施設（コミュニティセンター・トイレ・消防蔵置書など） 
  ●譲 渡（売却を含む）：  ２４施設（駐車場・宿泊施設・道の駅・職員宿舎など） 
  ●貸 付：           ３３施設（廃校など） 

⇒ 年間維持管理経費        △約5億円 
⇒ 50年間の更新・改修経費 △約1,100億円 

①新たなニーズへの対応 
②老朽化への対応 
③遊休資産の活用 

☆選択と集中による新たな投資へ!! 
☆平成２８年度以降の更なる取組み 

①未活用施設（スペースの活用） 
②Ｈ29年度で、改修の緊急性が高い施設の 
対応が完了（屋上防水C・D判定、外壁はＤ判定） 
→配管等を含めた次の対象施設への長寿命化へ着手 
③売却収入Ｈ22～Ｈ27年度で約３７憶円 
 

資産経営の取組み（平成２７年度までの成果） 

民間活力の活用による再編・改修等 
（民営化、PFI等） 
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約△4,000億円
(△80億円／年)

　①施設削減　△900億円
　②長寿命化　△3,200億円

60年建替え 80年建替え

約9,000億円

(180億円／年)

約1兆3,000億円

(260億円／年)

今後50年間の経費　約△4,000億円削減

長寿命化

約30%

平成27年度 
以降継続 

※平成26年度までの５ヵ年 

新たな財源確保 
の必要性 

保有資産 
見直しの必要性 

資産経営の取組み（保有施設の総量縮減と長寿命化による効果） 
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Ｈ２８年度以降の取組み（公共施設等総合管理計画）  
                             

◆公共施設等総合管理計画の全体像 

●シミュレーション期間：５０年 ●総合管理計画基本構想：３０年（目指すべきすがた） 
●公共施設等総合管理計画：１０年 ●評価：１年（５ヵ年） 
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Ｈ２８年度以降の取組み（公共施設等総合管理計画） 
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まとめ（これまでの主な事業の成果） 

■第一弁天橋崩落（浜松市天竜区） 

■原田橋→ワイヤー破断→橋崩落（浜松市天竜区） 

・想定外 
・自然災害 
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Ｈ２８年度以降の取組み（公共施設等総合管理計画） 

Ｐｌａｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ

施設カルテ
・現状データ
・目標
・課題
・民間活力の導入

や複合化、統廃
合等の方向性

※共同作成

施設カルテ
・現状データ
・目標
・課題
・民間活力の導入

や複合化、統廃
合等の方向性

※共同作成

所
管
課

（資
産
経
営
推
進
会
議
）

な
ど

（資
産
経
営
推
進
会
議
専
門
部
会
）

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
課

【年次更新】

・目標(改善)に

向けた取組み

・目標(改善)に

向けた取組み

・所管課評価の精査
・予算、長寿命化事業等への反映
・指定管理者導入施設への反映 など

・所管課評価の精査
・予算、長寿命化事業等への反映
・指定管理者導入施設への反映 など

・実績評価、課題
を踏まえた改善

・実績評価、課題
を踏まえた改善

結果
報告

結果
報告

◆個別施設や制度の
見直しなどの改善案
を提示し調整

取組みに
対する支援

取組みに
対する支援

・目標に対する
実績評価

・課題分析

・目標に対する
実績評価

・課題分析

Ｐｌａｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ

施設カルテ
・現状データ
・目標
・課題
・民間活力の導入

や複合化、統廃
合等の方向性

※共同作成

施設カルテ
・現状データ
・目標
・課題
・民間活力の導入

や複合化、統廃
合等の方向性

※共同作成

所
管
課

（資
産
経
営
推
進
会
議
）

な
ど

（資
産
経
営
推
進
会
議
専
門
部
会
）

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
課

【年次更新】

・目標(改善)に

向けた取組み

・目標(改善)に

向けた取組み

・所管課評価の精査
・予算、長寿命化事業等への反映
・指定管理者導入施設への反映 など

・所管課評価の精査
・予算、長寿命化事業等への反映
・指定管理者導入施設への反映 など

・実績評価、課題
を踏まえた改善

・実績評価、課題
を踏まえた改善

結果
報告

結果
報告

◆個別施設や制度の
見直しなどの改善案
を提示し調整

取組みに
対する支援

取組みに
対する支援

・目標に対する
実績評価

・課題分析

・目標に対する
実績評価

・課題分析

診 断

点 検

措 置

記 録
（データベース）

●RBM
（リスクベース・メンテナンス）

●長寿命化計画（個別計画）

（反映・見直し）

（基準・対象）
（データ更新）

診 断

点 検

措 置

記 録
（データベース）

●RBM
（リスクベース・メンテナンス）

●長寿命化計画（個別計画）

（反映・見直し）

（基準・対象）
（データ更新）

 （見直しの考え方） 

・ハコモノ資産を通じて提供している行政サー

ビスの性質及び行政サービスを享受してい

る利用者の圏域など（①広域施設 ②市域施

設 ③地域施設 ④生活圏域施設 ⑤コミュニ

ティ圏域施設 ⑥中山間地域施設※ ⑦文化

財施設、小規模・簡易施設など）の２つの視

点で検討 
 （今後の方向性） 

・施設の利用用途別 23分類ごとに整理 

（例:①庁舎等②職員住宅等③集会施設④文

化・観光施設⑤スポーツ施設⑥図書館など） 

・行政サービスや活動拠点の確保と、ハコモノ

資産総量縮減を意識した施設の民間移管や

統廃合、複合化などの推進 

（見直しの考え方） 
・インフラ資産を通じて提供している行政サービスの 
性質を踏まえて検討 
（①廃止 ②民間移管 ③分散処理 ④間引き ⑤ＲＢＭ※） 

（今後の方向性） 
・資産の利用用途別5分類ごとに整理 
(①道路 ②橋りょう ③ポンプ・排水機場 
④上水・簡易水道 ⑤下水道 ・農業集落排水）  
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●資産経営の取組み 
  ～推進のための環境整備～ 
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資産経営の取組み（体制・しくみづくり） 

平成２０年度： 
・企画部内に資産経営課を設置（平成20年4月） 
 ⇒庁内横断的な組織として設置。本格的に財産改革を始動!! 
・資産経営推進会議の設置（平成20年５月） 
 ⇒方針の作成、個別案件、資産経営に関する進捗管理、協議決定組織 
 ①推進会議（部長級） ②専門部会（課長級） 
平成２２年度： 
・財務部 管財課と企画部 資産経営課を統合し、財務部 資産経営課へ 
 ⇒財産管理と資産経営の一体化 
 ⇒財務部の強みを活かした資産経営の推進 
平成２５年度 
・都市整備部 公共建築課及び土木部 技術監理課を財務部へ移管 
 ⇒更なるファシリティマネジメント推進体制の構築 
平成２７年度 
・財務部資産経営課からアセットマネジメント推進課へ 
 ⇒対象資産の拡大とPPP拡大・強化へ。管財部門を担当へ 

平成２０年度： 
①「資産経営推進方針」の作成 
 ⇒「財産管理」から「資産経営」へ 
②データの一元化実施 
 ⇒ファシリティマネジメント推進のための環境整備 
③職員研修の実施（H20年度は４回実施。毎年１～２回開催） 
 ⇒財産改革を進めるための全庁的な周知徹底と意識統一 
 ⇒ファシリティマネジメントに関する理解と人材育成  

【財
産
改
革
の
た
め
体
制
づ
く
り
】 

【財
産
改
革
の
し
く
み
づ
く
り
】 
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資産経営の取組み（資産経営推進方針概要） 

「財産管理」から「資産経営」へ 

【構成】
① 資産経営推進基本方針 （全体の考え方や方針）
② 資産経営推進実施方針 （具体的な取組みや考え方）
③ 個別方針 （重要な案件等について）

（個別１）遊休財産の利活用に関する方針
（個別２）旧庁舎の利活用に関する方針
（個別３）中山間地域の廃校・廃園の利活用に関する方針
（個別４）市施設敷地借用に関する方針
（個別５）施設長寿命化に関する方針（平成２２年度作成）

【進行管理】
・第１期評価実施期間として5ヵ年を設定

・実施方針に基づき、施設の状況の検証や見直しなどを毎年度実施する。
・資産経営推進会議にて計画の進捗管理を行なう。

【概要】
保有する財産の見直しや活用等に関する取組みを資産経営として位置付け、資産経営の考
え方や具体的な取組み等を示したもの

【目的】
市民への取組みに関する周知と市の姿勢の明確化
庁内等への取組みに関する明確化と意思統一

着実かつスピード感を
意識した財産改革取組みへの布石

（全体の考え方や用途別の方針） 

◎「公共施設等総合管理計画」の公共施設版 



28 

資産経営の取組み（資産経営推進基本方針概要） 

・行政財産、普通財産⇒新たな財産区分の設定と具体的な手法の確立 
・利用用途別分類、利用圏域別分類の設定⇒評価手法の確立と市における施設の位置付け 

施設の用途分類に基づき、群としての全体最適を目指す 

適正な財産管理と計画的な活用を目指す 
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Ⅱ適正化評価

◇保有財産の最適化
●施設の見直しによる

財産のスリム化

●指定管理者導入の推進
●施設利用者への

サービスの向上

●稼働率の向上
●資産運営としての

職員意識の向上

◇保有財産の利活用
●廃止に伴う

遊休財産化による活用

●市民ニーズに合った
施設への転用

◇維持管理コストの
最適化と環境対策

●ベンチマーク化による
維持管理コストの適正化

●委託業務一括発注

◇活用財産の長寿命化
●計画的な改修計画による

施設の長寿命化

●安全で快適に利用できる
施設の提供

４つの柱への効果

「継続」

機能 ■移転
■廃止

施設 ■転用
■廃止

廃止計画

データ一元化

一次評価（個別評価）

二次評価（全体評価）

「継続」「廃止」

Ｐ 戦略・計画

■課題
■方針・方策
■中長期計画

Ａ 改善

■再評価
■改善策

Ｄ プロジェクト管理

■財務の最適化
■品質の最適化
■供給の最適化

総括マネジメント
■評価基準・戦略基準
■資産管理システム
■資産経営推進会議
■資産経営推進方針

Ｃ 評価

■財務評価
■品質評価
■供給評価

指定管理者事後評価

Ⅰ

施
設
別
・分
類
別
評
価Ⅲ

見
直
し
評
価

三次評価（資産評価）
PDCA評価

結果による
見直し

総合評価（最終評価）

見直しによる
「継続」

・ライフサイクルコスト
・中期財政計画

■継続
■改善
■見直し
■管理主体変更

適正化計画

「継続」

再配置計画

Ⅱ適正化評価（PDCA評価）

「廃止」

Ⅱ適正化評価

◇保有財産の最適化
●施設の見直しによる

財産のスリム化

●指定管理者導入の推進
●施設利用者への

サービスの向上

●稼働率の向上
●資産運営としての

職員意識の向上

◇保有財産の利活用
●廃止に伴う

遊休財産化による活用

●市民ニーズに合った
施設への転用

◇維持管理コストの
最適化と環境対策

●ベンチマーク化による
維持管理コストの適正化

●委託業務一括発注

◇活用財産の長寿命化
●計画的な改修計画による

施設の長寿命化

●安全で快適に利用できる
施設の提供

４つの柱への効果

「継続」

機能 ■移転
■廃止

施設 ■転用
■廃止

廃止計画

データ一元化

一次評価（個別評価）

二次評価（全体評価）

「継続」「廃止」

Ｐ 戦略・計画

■課題
■方針・方策
■中長期計画

Ａ 改善

■再評価
■改善策

Ｄ プロジェクト管理

■財務の最適化
■品質の最適化
■供給の最適化

総括マネジメント
■評価基準・戦略基準
■資産管理システム
■資産経営推進会議
■資産経営推進方針

Ｃ 評価

■財務評価
■品質評価
■供給評価

指定管理者事後評価

Ⅰ

施
設
別
・分
類
別
評
価Ⅲ

見
直
し
評
価

三次評価（資産評価）
PDCA評価

結果による
見直し

総合評価（最終評価）

見直しによる
「継続」

・ライフサイクルコスト
・中期財政計画

■継続
■改善
■見直し
■管理主体変更

適正化計画

「継続」

再配置計画

Ⅱ適正化評価（PDCA評価）

「廃止」

資産経営の取組み（資産経営推進実施方針概要） 
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資産経営推進のための財産区分 

件数 面積(千㎡) 件数 面積(千㎡) 件数 面積(千㎡)

364 5,857 351 5,792 13 65

92 451 17 143 75 308

897 1,480 828 1,418 69 62

863 1,475 835 1,463 28 12

2,216 9,263 2,031 8,816 185 447

H26 増　減

① 事業財産

② 計画財産

合計

区　分
H27

③ 貸付財産

④ 遊休財産
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◎状況把握・評価のための情報 

・公会計（事業ベース）と資産経営（施設ベース）との情報共有 
・詳細な品質情報等は、公共建築課で別管理 
・費用対効果・データ更新の簡易性（既存情報の活用）を視野に構築 
・基本情報・品質・財務・供給・GIS情報＋αにより様々な情報活用が可能に!! 

★資産経営システム（H21～） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆施設（土地・建物）情報 

◆不動産基本情報 

◆評価関連情報 

◆個別ＬＣＣ情報 
 （屋根・外壁・設備） 

◆ＧＩＳ情報 
・航空写真 
・地番図情報 
・周辺情報 
・人口DID情報 

 
◆評価情報 

 
 
 
 
 
 
 

品質 

財務 供給 

施
設
ベ
ー
ス 

事
業
ベ
ー
ス 

◎土地・建物情報、減価償却情報 

施設別 
カルテ 

集計 
一覧 

 
■施設別情報（施設ベース） 
施設別の収支、利用情報等を 
規定様式（エクセル）で収集 

☆行政経営基幹システム 
予算・経理（公会計）、文書、 
一般庶務及び公有財産情報 
などを管理するための総合システム 

IDを共通化 

■建築情報等 
・営繕関連 
・耐震 
・老朽化等 
・１２条点検 
     など 

 

連携 

◆個別情報（条例・利用者・
補助金・部屋情報等） 

資産 
すがた 

資産経営の取組み（データ一元化） 
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 対象用途区分 項 目 評価実施上の意義 

施設の基本情報 全施設 
ＩＤ、施設名、所管部局、開設年月日、設置根拠法令、設置目的、主

な利用者、補助金の有無 

建物の概要、位置付け等を

明確にし、評価の際の参考

とするため。 

土地について 全施設 

駐車場台数（屋外）、駐車場台数（屋内）、敷津内の未利用スペース

の有無、敷地内未利用スペースの広さ、敷地に接する道路の数、主な

道路の広さ、インフラの整備状況（上水道・下水道・都市ガス） 

施設の立地条件等を整理

することにより、施設の利

便性を評価するため。 

施設の利用状況

とコスト 
全施設 

運営形態、施設内の未利用スペースの有無、施設内の未利用スペース

の広さ、職員数（常勤、嘱託・非常勤等）、年間収入、年間支出 

ソフト面から施設の活用

状況を評価するため。 

選択式 

教育関連施設、高齢者福祉施設、

産業振興施設、スポーツ施設、

文化施設、保養観光施設 等 

年間利用者数、開館日数  

  

集会系施設、スポーツ施設(体育

館・テニスコート・格技場等） 

等  

年間利用コマ数、年間利用可能コマ数、貸室数  

児童館、保育園・福祉施設（入

所型） 等  
定員   

  
職員宿舎 全戸数、入居戸数 

 

  図書館 年間貸出冊数（書籍のみ）、蔵書数（書籍のみ）  

  廃校 

利用状況（利用の有無、利用が有であった場合の利用内容、利用が有

であった場合の利用人数（平成 19年度）、利用が有であった場合の

利用日数） 

 

  書庫倉庫 利用状況（収用物の内容）  

物理的老朽度 全施設 
劣化状況、耐震性（簡易劣化診断による）、バリアフリー、危険化書

の有無、施設へのクレーム数、建物の歴史的・文化的価値 

ハード面から施設の状態

を評価するため。 

今後の施設の整

備方針 
全施設 計画の有無、住民の要望 

上位政策や地域の事情を

反映した評価を実施する

ため。 

複合施設 全施設 複合施設の有無 

施設のあり方を検討する

際に重要な制約条件とな

るため。 

資産経営の取組み（項目と評価情報） 
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◆公会計制度とファシリティマネジメントの推進 

資産経営の取組み（公会計との連携） 
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資産経営の取組み（データ一元化） 

◎長期的な実行と進捗管理にはデータベース化は必須 
 →ファシリティマネジメントの基本情報 
◎何を目的としてデータベース化をするのか。（総量縮減・長寿命化・有効活用等） 
 →情報項目の選定 
◎データ更新は必須（安易さ、使い勝手、拡張性） ※導入を目的化することはタブー 
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参考：施設カルテイメージ（項目確認用） ※平成28年度 新版カルテ公表 

年度

㉒-1 2008

2009

2009

2008

2009

本庁

施設

2015 2014 2013 2012 2011

15,504,976,094 15,481,111,243

76,987,000 81,028,000

～ 3,104,788,875 2,689,741,020

18,686,751,969 18,251,880,263 0 0 0

266,884,367 266,428,666

112,056,276 76,004,165

305,702,414 366,353,936

684,643,057 708,786,767 0 0 0

-18,002,108,912 -17,543,093,496 0 0 0

うち所有面積 367,819,970 381,028,000

うち借地面積

代表地目

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

415,857 419,978

366 365

0 1,136 1,151 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

0

0

0

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

0

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

利用人数/年

開館日数/年

人/日

定員数

土
地
情
報

土地面積

用途地域

区分

設置事業費

建設
事業費
（千円）

土地取得
事業費
（千円）

計
（千円）

第1種中高層住居専用地域

利用コマ数/年

利用可能コマ数/年

⑤
生徒数

貸出冊数/年（冊）

蔵書数（冊）

貸出率

入居戸数

全戸数

入居率

クラス数

財
源

国・県

寄付金

その他

市債

一般財源

②

③

④

圏域種別

運営形態

期間

管理者名

1・2号館給水・給湯・冷温水配管更生工事

施設名№

Ｂ
Ｓ
情
報

有形固定資産（千円）

土地 建物 その他

開館時間

建
物
情
報

総延床面積

構造（主要建物）

地上階数（主要建物）

耐震性能（Ｉｓ値）

耐震工事

建築年月日（主要）

経過年数

金額(千円)

504,614

金額(千円)内容内容

地震対策工事（建築工事） 3,192,000

184,800

地震対策工事（機械設備工事）

地震対策工事（電気設備工事）

1,027,215

ﾊﾞｰｽセンター整備工事(機械設備工事)

102,165

地震対策工事（その２）（建築工事）

ﾅｰｽｺｰﾙｼｽﾃﾑ更新工事（電気設備工事）2007

2008

ﾊﾞｰｽセンター整備工事(熱源設備工事)

電話交換機等更新工事

健康福祉部　病院管理課

健康福祉部　病院管理課

設置目的

79,275

57,866

- 

-

№

近隣施設

施設名

主な利用者

2015

2008

財産区分

所
管
課

設置根拠（法）

条例

183,500 2013南館ｴｱｺﾝ・１号館病棟ファ ンコイ ル更新及び浴室改修工事

施設種別 ﾘｽﾄ番号

施設名

所在地(町名・番地）

病院

行政財産

広域

中区冨塚町328

浜松医療センター

公共用財産

非中山間地域圏域区分等

施設コード 外観 内部

市民の健康保持に必要な医療を提供し、あわせて
医療の普及向上を図るため

83,265

52,290

距離圏域種別

主
な
改
修
履
歴

その他の分類同分類

距離

年度

（参考）指定管理料

（参考）減価償却費

周辺公共施設プロット図

国県支出金

物件費（その他）

その他収入

収入計（A）

人件費

物件費(委託料）

宅地

①

利用率

利
用
状
況

項目

使用料・手数料

支出計（B)

行政コスト（B-A）

収
入

（
円

）

物件費(修繕料）

物件費(光熱水費）

21年

支
出

（
円

）

53,175.55㎡

2016/4/1～2021/3/31

市民全般

指定管理者

53,175.55㎡

（公財）浜松市医療公舎

鉄筋鉄骨コンクリート

9

―

2009

1995年4月1日

49,469.87㎡
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参考：施設カルテイメージ（項目確認用） 
 

ﾘｽﾄ番号 ㉒-1 本庁 課長名

施設 課長名

その他(人）

関連政策名

のべ募集人数 参加者数

2015

2014

2013

2015

2014

2013

2015

2014

2013

2015

2014

2013

～５年 ～１０年 ～３０年
今
後
の
方
向
性

1日当り(人） 1,136

市民全般

１冊当たりのコスト（円）

病床機能再編が進められており、需要が変化する可能性がある。

貸出率（％）

１戸当たりのコスト（円）

収支前年比（％）

当面適切な維持管理に努める。
必要な整備を行うとともに、それに伴い発生する遊休資産の有効活用について検討する。

資
産
経
営
推
進
会
議

　1 資産の見直し

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画

-48,063,270

施
設
所
管
・
本
庁
課
記
入
欄

廃止

民
活
導
入

現況の指定管理者制度を継続していく。

対
応
策

課
　
題

開設後40年以上経過し、患者の医療に対する意識の変化と多様化、増加する医療ニーズ、疾病構造の変化、医療技術の進歩など、医療を取り巻く環
境が大きく変化するなかで、このような変化への対応とともに、医療の質の向上や効率化、医療資源の最適な配分などが大きな課題となっている。

新病院を建設し、政策的医療及び高度医療への対応、快適な療養環境の提供を目指す。

特記事項

複合化

広域化

方向性

民間移管資
産
の
見
直
し

管理主体変更

事
業
①

事
業
②

事
業
③

事
業
④

事業内容

事業内容

事業内容

事業内容

統廃合

代替えサービス

施設に関する課題等（ハード面から）

主
な
事
業

実施状況事業費
（千円）

圏
域
別
方
針

用
途
別
方
針

拠点的な施設として、他の施設機能の複合化や公共空間の積極的な活用を進めるとともに、ＰＦＩなどの手法も視野に入れながら、大規模改修など施設の長寿
命化を進めます。
また、近隣市町や県との連携など、広域による運営、利活用についても検討します。

浜松医療センターは、開設から40年が経過し、施設の老朽化への対応や患者の療養環境の向上などが課題となっています。 また、少子高齢化の進行、疾病
構造の変化、医療技術の進歩など医療を取り巻く環境が大きく変化するとともに、国の医療政策における医療機能の分化・連携の方向性などへの対応が求めら
れています。これらの点を踏まえ、県西部地域における地域医療の拠点として新病院の建設準備を進めています。
浜松市リハビリテーション病院、浜松市国民健康保険佐久間病院及びその附属診療所については、病床再編など国の動向を注視しながら、地域に密着した医
療を推進していくため、適正な管理に努めます。

1,151

入居率（％）

基
本
情
報

施設コード

人員数

施設名

複合施設（機能）

浜松医療センター

正規職員（人）

市民の健康保持に必要な医療を提供し、あわせて医療の普及向上を図るため

所

管
課

非常勤職員（人）

健康福祉部　病院管理課

設置目的(再掲）

人々の心身の健康と生活を守る医療の充実

設
置
の
妥
当
性

主な利用者

主な業務内容 診療及び検診に関する業務

中長期（今後10年程度）のニーズの予想

設置当初に比べて社会ニーズが減少していないか 入院・外来ともに一定の需要がある。

施
設
運
営
分
析

項目
健康福祉部　病院管理課

純行政コスト／面積（円）

１人当たりのコスト（円）

1日開館当たりのコスト（円）

【
参
考

】
資
産
指
標

施設利用率（％）

2015

事業名・開催回数（2015） 年度

鈴木　國弘

鈴木　國弘

-49,186,090

-363,900

１定員当たりのコスト（円）

-43,289

設置目的の継続性・妥当性

特記事項

事業
NO.

【
参
考

】
供
給
指
標

2011

-354,622

-41,771

2014 2013 2012

　2 民活導入 (1) 維持管理 (2) 改修・更新時 (3) その他
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●資産経営の取組み 
  ～施設評価・再配置・進捗管理～ 
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資産経営の取組み（施設評価） 

平成２１年度：第１期施設評価 
全体の２，００１施設のうち、庁舎やスポーツ施設など不特定多数の市民が利用する施設を中
心とした７３６施設を第１期対象施設として評価を実施  
平成２２～２３年度：第２期施設評価  ※４５４施設は簡易建物のため除外 
学校・公営住宅・消防施設等、利用が特定されている、又は、別途再配置計画等が存在する、
残り８１１施設の施設評価に着手。仕分け・結果公表は平成２３年度 

●
個
別
施
設
の
方
針
だ
け
で
は
な
く
活
用
方
針
ま
で
を
明
確
化 
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◆一元化データ＋α情報による分析・横断的評価 
・市の政策や方針 
・利用用途別分類による施設評価の考え方 
・財務・供給等に関する実数による分析 
・地域の実情やこれまでの経緯、周辺施設を含めた現地調査の実施 
・利用状況（自主事業・貸し館状況）の調査        など 

＋ 

状況分析 

◎継続：「継続」「改善」 
    「見直し」「管理主体変更」 

◎廃止：【機能面】「移転」「廃止」 
      【施設面】「転用」「廃止」 

資産経営の取組み（施設評価手法） 
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評価実施
環境整備

個別分析的評価個別分析的評価

組織横断の視点組織横断の視点

客観的評価客観的評価

データ一元化

一次評価

二次評価

評価分類

施設評価（案）公表

三次評価

最終決定・公表

意見収集

庁内調整

・施設別に指標化

・目的別（群）偏差値化

・利用用途別分類等の評価の考え方・政策等の反映
・実数の分析・現地調査・所管課ヒアリング など

・既存情報、庁内アンケート

・アンケート実施（利用者・市政モニター）
・議会、協議会報告、各課協議
・所管課、関係団体との調整
★総合評価、施設再配置計画への反映

総合評価 ・総合的な視点による協議・見直し・最終決定

評価実施
環境整備

個別分析的評価個別分析的評価

組織横断の視点組織横断の視点

客観的評価客観的評価

データ一元化

一次評価

二次評価

評価分類

施設評価（案）公表

三次評価

最終決定・公表

意見収集

庁内調整

・施設別に指標化

・目的別（群）偏差値化

・利用用途別分類等の評価の考え方・政策等の反映
・実数の分析・現地調査・所管課ヒアリング など

・既存情報、庁内アンケート

・アンケート実施（利用者・市政モニター）
・議会、協議会報告、各課協議
・所管課、関係団体との調整
★総合評価、施設再配置計画への反映

総合評価 ・総合的な視点による協議・見直し・最終決定総合評価 ・総合的な視点による協議・見直し・最終決定

資
産
経
営
推
進
会
議

資
産
経
営
課

所
管
課

所
管
課

所
管
課

市
民
等
の
意
見

職員研修
の開催

職員研修
の開催

職員研修
の開催

職員研修
の開催

資産経営の取組み（施設評価決定フロー・初年度） 
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資産経営の取組み（施設評価の公表） 

ID 施設名 区 
評価 

１次 
評価 

２次 
評価 

H21.12時点 
細分類 最終細分類 コメント 

3540 北部市民センター 中区 2.5 Ⅾ 継続 継続 
・駐車場不足の解消 
・再配置計画による検討 

248 埋蔵文化財調査事務所 西区 3.4 Ｃ 継続 継続 
・借地の解消と将来的に他の
公共施設を視野に統合 

ID 施設名 区 
評価 

１次 
評価 

２次 
評価 

H21.12時点 
細分類 

最終細分類 
（機能） 

最終細分類 
（施設） 

コメント 

3879 浜北区役所分庁舎 浜北区 3.7 － 貸付 廃止 廃止 
・土地建物の貸付 

248 鹿島市民サービスセンター 天竜区 2.8 Ｄ 処分 移転 継続 
・借地の解消と将来的
に他の公共施設を視野
に統合 

継続 庁舎 

廃止 

３２分類別の公表（例：庁舎） 

※公表当時のものを一部抜粋 
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★施設評価で継続とした施設を中心に施設の再編の検討を実施 
 ⇒統廃合・多目的利用による更なる資産の圧縮と施設活用の活性化 
 ⇒老朽化施設の統廃合、借地の解消、施設運営の適正化や一元管理化など 

更なる施設再編を含めた抜本的な公共施設の見直しと施設統廃合の検討に着手 

★施設評価により個別施設の整理を実施。 
★施設評価の分析から新たな課題 
★国・県による補助金施設等の規制緩和⇒施設再編のチャンス 

浜松市公共施設再配置計画 

基本方針 

個別計画 

【基本的な考え方】 
○用途別・利用圏域別区分による施設の整理と統廃合 
○利用目的の複合化と市民協働による施設の活性化 
○地域の実情に配慮した施設の配置 ※都市マスとの連携 

平成22年 
９月公表 

基本方針に基づいた具体的な計画を策定中 
 ・資産経営、横断的視点。コーディネイト・庁内調整 
 ・所管課による検討   
 ・資産経営推進会議で協議 

 

平成２２年度 
平成２３年度 

資産経営の取組み（公共施設再配置計画） 
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アクトシティ
（文化）

浜北文化・雄踏
・壬生

・三ケ日等
（文化）

管理主体
変更施設

本庁

区役所

公民館
サービスセンター

等

博物館
美術館等

老人福祉センター
保健福祉センター等

コミュニティー系施設

文化伝承館
等

広域施設
圏域：県・国
設置：単体・複合

市域施設
圏域：市
設置：単体・複合

地域施設
圏域：行政区
設置：複合

生活圏域施設
圏域：連合地区

中学校区
設置：複合

多用途利用

コミュニティー圏域施設

圏域：自治会・字
設置：共有利用

場所の利用

浜松
こども館

発達医療
総合福祉センター

自治集会場

庁舎 ミュージアム ホール

ホール
（多目的）

保健・福祉施設

地域自治
センター

児童福祉施設

アクトシティ
（文化）

浜北文化・雄踏
・壬生

・三ケ日等
（文化）

管理主体
変更施設

本庁

区役所

公民館
サービスセンター

等

博物館
美術館等

老人福祉センター
保健福祉センター等

コミュニティー系施設

文化伝承館
等

広域施設
圏域：県・国
設置：単体・複合

市域施設
圏域：市
設置：単体・複合

地域施設
圏域：行政区
設置：複合

生活圏域施設
圏域：連合地区

中学校区
設置：複合

多用途利用

コミュニティー圏域施設

圏域：自治会・字
設置：共有利用

場所の利用

浜松
こども館

発達医療
総合福祉センター

自治集会場

庁舎 ミュージアム ホール

ホール
（多目的）

保健・福祉施設

地域自治
センター

児童福祉施設

地域・利用団体
へ管理主体変更

用途別に１施設

統廃合・複合化に
よる総量縮減と
費用対効果拡大

協働センター化
公共施設としての
最小圏域

必要に応じて
用途別に１施設

【圏域別方針】

アクトシティ
（文化）

浜北文化・雄踏
・壬生

・三ケ日等
（文化）

管理主体
変更施設

本庁

区役所

公民館
サービスセンター

等

博物館
美術館等

老人福祉センター
保健福祉センター等

コミュニティー系施設

文化伝承館
等

広域施設
圏域：県・国
設置：単体・複合

市域施設
圏域：市
設置：単体・複合

地域施設
圏域：行政区
設置：複合

生活圏域施設
圏域：連合地区

中学校区
設置：複合

多用途利用

コミュニティー圏域施設

圏域：自治会・字
設置：共有利用

場所の利用

浜松
こども館

発達医療
総合福祉センター

自治集会場

庁舎 ミュージアム ホール

ホール
（多目的）

保健・福祉施設

地域自治
センター

児童福祉施設

アクトシティ
（文化）

浜北文化・雄踏
・壬生

・三ケ日等
（文化）

管理主体
変更施設

本庁

区役所

公民館
サービスセンター

等

博物館
美術館等

老人福祉センター
保健福祉センター等

コミュニティー系施設

文化伝承館
等

広域施設
圏域：県・国
設置：単体・複合

市域施設
圏域：市
設置：単体・複合

地域施設
圏域：行政区
設置：複合

生活圏域施設
圏域：連合地区

中学校区
設置：複合

多用途利用

コミュニティー圏域施設

圏域：自治会・字
設置：共有利用

場所の利用

浜松
こども館

発達医療
総合福祉センター

自治集会場

庁舎 ミュージアム ホール

ホール
（多目的）

保健・福祉施設

地域自治
センター

児童福祉施設

地域・利用団体
へ管理主体変更

用途別に１施設

統廃合・複合化に
よる総量縮減と
費用対効果拡大

協働センター化
公共施設としての
最小圏域

必要に応じて
用途別に１施設

【圏域別方針】

◎旧市町村単位での集約化 ◎用途・施設規模にとらわれない統廃合・集約化 
◎生活圏域施設の機能充実（公民館等） 

☆全体の総量縮減と効率的な行政サービスの提供 

地域環境と施設のあり方を含め再編（複合化・民営化・官民連携・他事業との連携） 

資産経営の取組み（公共施設再配置計画基本方針） 
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用途区分 方針

1 庁舎等 規模の適正化や周辺施設の集約化を行い、総量を縮減する。

2 市民サービスセンター 地域バランスの是正とサービス内容の見直しを行う。

3 職員宿舎 積極的な統廃合を行い、売却処分や空き部屋の有効活用を図る。

4 ホール
利用圏域別に整理し、地域性、利用人員等を考慮して統廃合する。機
能を集約化し、複合的な利用や運営管理の見直しを行う。

5 公民館等
地域バランスを是正し、多用途利用を推進する。公民館類似施設を統
廃合し、運営主体を見直す。

6 ミュージアム施設
展示目的、地域性、来場者等を考慮して統廃合する。他用途との複合
化や一体化を進める。

7 スポーツ施設
設置目的、施設の特徴、地域性を考慮しながら、利用圏域分類による
統廃合を進める。複合的な利用や運営管理の見直しを行う。

8 図書館
複合化も含め、地域バランスを是正するとともに、利用圏域分類による
施設の運営方法等の見直しを行う。

9 児童福祉施設
複合化を含め、地域バランスを是正するとともに運用方法等の統一化
を進める。

10 保育園
既存施設の活用も視野に、幼保一元化や民間活力により、地域バラン
スの是正と待機児童の解消を図る。

11 診療所 利用人数や地域の実情に考慮しながら、診療所の統廃合を進める。

12 保健・福祉施設
設置目的、施設の特徴、地域性を考慮しながら、利用圏域分類により
統廃合を進め、複合的な利用や運営管理の見直しを行う。

13 保養観光施設
施設の特徴、利用人員、地域性を考慮して統廃合を進める。運営管理
方法の見直しを行う。

14 書庫・倉庫
積極的な整理、統廃合を行い、不用施設の売却処分や空き施設の有
効活用を図る。

・施設評価の分析を基に 
       ↓ 
・資産経営課による案作成 
       ↓ 
・所管部局との調整 
       ↓ 

・資産経営推進会議による
協議決定 

資産経営の取組み（公共施設再配置計画基本方針） 
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資産経営の取組み（公共施設再配置計画個別計画） 

■個別計画検討・作成の推進体制 
 →資産経営課が作成するのではなく用途毎に、主管課を中心に所管課が作成 
 →資産経営課（案）⇒検討チーム※案以上の見直しを要求⇒資産経営推進会議 

№ 用途区分 主管課 № 用途区分 主管課 

１ 庁舎等 地域自治振興課 

資産経営課 
8 図書館 中央図書館 

２ 市民サービスセンター 9 児童福祉施設 次世代育成課 

３ 職員宿舎 学校施設課 
 

10 保育園 保育課 

４ ホール 生涯学習課 11 診療所 健康医療課 

５ 公民館等 生涯学習課 12 保健・福祉施設 健康増進課 
福祉総務課 

６ ミュージアム施設 文化政策課 13 保養観光施設 観光交流課 

７ スポーツ施設 スポーツ振興課 14 書庫・倉庫等 資産経営課 

◎施設だけではなく事業や役割の見直しも実現 
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資産経営の取組み（個別計画：再配置検討結果の公表） 

No. 施設名 利用圏域 

方針 
コメント 

H22管理費 
（千円） 

機能 建物 

1 本庁舎 市域施設 見直し 継続 ・本庁舎及び周辺庁舎等の再配置実施 247,752 

㉕ 牛山別館 市域施設 移転 廃止 ・既存施設への機能移転 24,739 

㉗ 浜北区役所分庁舎 地域施設 廃止 転用 ・普通財産化で貸付 3,648 

１４分類別の公表（例：庁舎） 

※公表当時のものを一部抜粋 

現状 廃止 転用 再配置後 

施設数（施設） 27 ▲4 ▲1 22 

コスト（千円） 1,031,033 ▲38,649 ▲3,648 988,736 
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◇保有財産の最適化 
●施設の見直しによる 
  財産のスリム化 
●指定管理者導入の推進 
●施設利用者への 
  サービスの向上 
●稼働率の向上 
●資産運営としての 
  職員意識の向上 

 
◇保有財産の利活用 
●廃止に伴う 
  遊休財産化による活用 
●市民ニーズに合った 
  施設への転用 

 
◇維持管理コストの 
  最適化と環境対策 
●ベンチマーク化による 
  維持管理コストの適正化 
●委託業務一括発注 

 
◇活用財産の長寿命化 
●計画的な改修計画による 
  施設の長寿命化 
●安全で快適に利用できる 
  施設の提供  
 
 
  

４つの柱への効果 Ⅱ適正化評価 

「継続」 

 機能 ■移転 
     ■廃止 
 施設 ■転用 
     ■廃止 

廃止計画 

「廃止」 

データ一元化 

一次評価（個別評価） 

二次評価（全体評価） 

「継続」 「廃止」 

Ｐ 戦略・計画 
■課題 
■方針・方策 
■中長期計画 

Ａ 改善 
■再評価 
■改善策 

Ｄ プロジェクト管理 
■財務の最適化 
■品質の最適化 
■供給の最適化 

 総括マネジメント 
■評価基準・戦略基準 
■資産管理システム 
■資産経営推進会議 
■資産経営推進方針 

Ｃ 評価 
■財務評価 
■品質評価 
■供給評価 

指定管理者事後評価 

Ⅰ

施
設
別
・分
類
別
評
価 Ⅲ

見
直
し
評
価 

三次評価（資産評価） 
PDCA評価 
結果による 

見直し 

総合評価（最終評価） 

見直しによる 
「継続」 

・ライフサイクルコスト 
・中期財政計画 

 ■継続 
 ■改善 
 ■見直し 
 ■管理主体変更 

適正化計画 

「継続」 

再配置計画 

資産経営の取組み（施設評価からＰＤＣＡ管理へ） 
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「継続」・・・継続・改善・見直し・管理主体変更 
◆「適正化計画」の作成 
 ｢継続｣と評価したものについて5年間（平成22～26年度）の計画を作成 

  ・施設毎の品質、財務、供給に関する適正化に向けた計画 
  ・施設の取巻く環境、現状分析、目標値の設定など 
  ⇒庁内情報共有ツール、来年度以降、適正化評価（ＰＤＣＡ評価）で活用 

「廃止」・・・廃止 
◆「廃止計画」の作成（公表は一覧表） 
 ｢廃止｣と評価したものについて5年以内（平成22～26年度）の計画 
 ・施設の廃止に向けた計画（スケジューリング） 
 ・今後の方向性 
  ⇒来年度以降、廃止に向けた作業の進捗管理ツールとして活用 

各種計画については、施設カルテ概要版と合わせホームページにて公表中 

５ヶ年計画のPDCA評価により着実な計画の進行管理と実施を目指す 

資産経営の取組み（施設評価からＰＤＣＡ管理へ） 
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●浜松市の概要 
  ～長寿命化と予算～ 
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資産経営の取組み（長寿命化の取組み） 

■浜松市の公共建築物に関する長寿命化の考え方 

◎すべての施設を計画的に改修することは困難 

★その他施設 ★大規模で設備が多い等、 
改修に経費がかかる施設 

・施設別に長寿命化計画を作成 ・システムにより、最低限の部位（屋
根・外壁・空調）をロジック的に管理 

・長寿命化計画による計画的な 
 改修 

・屋根・外壁・空調の部位を優先的 
 した改修 

対 象 

計 画 

考え方 
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資産経営の取組み（長寿命化の取組み） 

区 分 
事業費 

(単位：百万
円) 

施工数（施設） 

屋根 外壁 
空調設

備 

H23 386  －  11  2  

H24 529  20  9  7  

H25 751  13  15  15  

H26 1,032  24  16  15  

H27 1,014 43 21 9 

H28 1,481      39  26  6  

◎Ｈ29年度には、改修の緊急性が高い施設への対応が終了（屋上防水C・D判定、外壁はＤ判定） 

 →管工事を追加し、判定の低い施設から順次、長寿化対応 
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資産経営の取組み（公共建築課の役割と施設改築・大規模改修検討フロー） 

効率・効果的な改修・改築 
実施環境の整備 
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資産経営の取組み（検討事例） 
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浜松市公式キャラクター 

 

●資産経営の取組み 
 ～総論賛成・各論反対への対応例～ 
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【浜松市教育文化会館】  
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総論賛成・各論反対への対応 
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総論賛成・各論反対への対応 
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各論反対への対応例（文化ホール） 
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各論反対への対応例（学校） 

◎従来手法 
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【望ましい学校規模と配置】 
◆適正規模 
・小学校 
  ⇒12学級以上で24学級を超えない範囲とする。（各学年２～４学級） 
・中学校 
  ⇒12学級以上で18学級を超えない範囲とする（各学年４～６学級） 
・幼稚園 
  ⇒１学級の園児数が10人以上35人以下の範囲とする。 
◆適正配置 
・通学距離 
  ⇒小学校は概ね４km以内、中学校は概ね６km以内とする。 
・通学所要時間 
  ⇒小中学校ともに、概ね１時間以内とする。 
【規模適正化の対象】・・・小規模校、小規模園の場合 
・小学校 
  ⇒全校で６学級以下の学校（状況と今後も同様に） 
・中学校 
  ⇒全校で６学級以下の学校（状況と今後も同様に） 
・幼稚園 
  ⇒１学級10未満の学級が存在する幼稚園 

●浜松市学校規模適正化基本方針（平成24年3月） 

「望ましい教育環境とは‼」の視点 

各論反対への対応例（学校） 
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各論反対への対応例（学校） 

◎現在 



62 

 

●まとめ（私見） 



●本当に必要なモノは何なのか？⇒「ハコもの」なのか「機能」なのか。 
 ⇒従来のように個別に考えるのではなく組織横断的に、０ベースで検討を!! 
 
①データに基づく他施設を含めた既存公共施設の状況（品質・財務・供給情報等） 
  からの客観的な必要性を分析（ハード面） 
 
②政策（行政）やニーズ（市民）による必要な「機能」の洗出し（ソフト面） 
 
③民間を含めた類似「機能」や代替施設の有無（ハード・ソフト面） 

■総量縮減の可能性（集約化 ・複合化 ・統廃合 ・広域化） 

■事業の見直し（民間による運営の可能性等） 

まずは、行政として必要なモノ（機能）を明確に！ 

公共施設等総合管理計画の視点による公共施設のあり方 

量を減らして質を高めることができないか 



●まちづくり（コンパクトシティ）のための公的不動産の有効活用を考える 
 
①将来のまちづくりを見据えた公共施設の配置 
 
②公的不動産（PRE）を活用した民間による必要なモノ（施設・機能）の誘導 

■官民の複合化施設による高機能サービスやにぎわいの創出 

■公的不動産の活用による財政負担の軽減や新たな財源確保 

・公的不動産を「つくる・持つモノ」から「活かすモノ」へ意識転換 
 →「財産管理」から「資産経営」へ 
・公的不動産＋民間活力の活用により０予算での事業化の可能性 

まちづくり（コンパクトシティ等）における公的資産の役割 

■従来の考え方からの脱却（土地があるからモノをつくるは×） 

ＰＲＥ（Public Real Estate）の有効活用 



●民間活力の活用を検討するための準備 
 
①ＰＰＰ／ＰＦＩ導入の目的を整理 
 
②目的をクリアにするために必要な事項を整理 

公共施設整備とＰＰＰ／ＰＦＩ導入 

■何のために民間活力を活用するのか（コスト削減・平準化だけでは×） 
 

■目的を完遂するためには何が必要なのか 
 →基本事項：立地場所、スケジュール、対象施設等 
 →施設内容：施設規模、施設構成、各施設（諸室）の内容等 
 →サービス内容：提供するサービス、利用条件等 
 →その他：市民要望、議会要望等 
 

ＰＰＰ／ＰＦＩを導入することが目的ではないことを認識する必要がある 
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【参考】実践するためのスキル階（層別の役割と体制構築） 
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「問題について話せば問題が手に入る。解決について話せば解決が手に入る」 
                       スティーブ・ディシェーザー（ＳＦアプローチ開発者） 
【ＳＦの実践哲学】 
・こわれていないものを直そうとしない。 
・うまくいっていることを見つけ、それを増やす。 
・うまくいっていないことはやめて、違うことをやる。 

課題志向（プロブレム・フォーカス）から解決志向（ソリューション・フォーカス）へ 

◎「何が悪いのか」「悪いものをどうすれば 
  なくせるか」に対して「どうなりたいか」 
  「何を手に入れたいか」へのアクション 

・「何がダメ」「何が問題」ではなく、 
 「どうすれば良いか」「どうなりたいか」 
  から考える!!考えさせる!! 

【参考】実践するためのスキル（個人として組織として） 

☆考え方・仕事の仕方・時間・結果 
に大きな変化、違いがでる。 
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様々な視点によるキーワード 

ハコモノ資産 インフラ資産 

◆限られた財源 

●民間活力の活用 
・ＰＰＰ／ＰＦＩ 
・不動産証券化 
・包括委託 
・民間提案制度、サウンディング調査 

●マネジメント（ＦＭ・ＡＭ・ＳＭ） 
・データベース（データ一元化・公会計） 
・白書（可視化） 

◆少子高齢化・人口減少 ◆更新経費 

●まちづくり 
・コンパクトシティ 
・スマートシティ 

●国の動向・支援策 
・公共施設等総合管理計画 
・公会計制度 
・関連支援事業 

●大学・民間の研究 
・技術革新 
・スキーム開発 

◎地方創生 
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静岡県浜松市中区元城町１０３番地の２ 
 浜松市産業部 エネルギー政策課 
        スマートシティ推進グループ長 松野英男  
ＴＥＬ：０５３（４５７）２５０３ 
ＦＡＸ：０５０（３７３０）８１０４ 
Ｅ－ｍａｉｌ ene@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
ＨＰ http//www.city.hamamatsu.shizuoka.jp 

Ｔｈａｎｋ ｙｏｕ ｆｏｒ ｙｏｕｒ ａｔｔｅｎｔｉｏｎ． 
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